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(1) はしがき
海道先生の同世代とその後10年位までの後輩たちは，わが国において 4 回のそれぞれ性格の
異なるすさまじいインフレーションを実際にこの身で経験している。
第 1 回目は， 45年以前の戦時統制経済下のインフレーションであり，最大の原因は，戦費調
達の赤字財政と消費物資不足である。「闇」という言葉を覚えた。
第 2 回目は，敗戦直後のインフレーションであり，その最大の原因は，やはり戦時補償の赤
字財政と敗戦=生産力破壊による極度の物資不足である。勤労市民は， r笥生活」という言葉を
実感した時代であった。このし 2 回目のインフレーションは，大衆に著しい負担と犠牲を強
い，随分物価高騰と生活苦にあえいだ。
第 3 回目は， 50年代後半から始まる高度成長に伴う持続的・慢性的インフレーションであっ
て，それまでとは原因と様相が異なる。戦後の新産業構造構築のための過剰流動性が最大の原
因である。この時期は，賃金の上昇が物価の上昇を後追いする形で，大衆の生活は実感として
は厳しかったが，結果的には生活水準は向上した。
第 4 回目は， 70年代の 2 回にわたる石油危機と土地神話を主たる原因とするコストプッシュ
型のインフレである。最後のインフレも，それまでとは様相が異なり，俗にバブル経済といわ
れ，結果としていわゆる重厚長大の産業構造を軽薄短小型・三次産業主導型の産業構造へと転
換させ，大衆は260兆円を超える国債を背貴いながら「飽食経済J の生活実感に浸っている。
この体験と実感を踏まえて中国のインフレーションと企業改革を吟味してみようというのが，
この小論の意図である。
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(2) 1985年以降の中国の物価動向
主題とする中国の場合，解放(中華人民共和国の成立)直後の数年間は，抗日戦争と引き続
く国共内戦の落とし子としての凄まじいインフレーション(紙幣価値の下落率は第 1 次大戦後
のドイツにつぎ世界史上第 2 位)があったが，解放後 3 年間(国民経済復興期)に完全に克服
され，物価は安定し，経済は目覚ましい発展を遂げた。
1952年に 1 万分の l のデノミネーションがおこなわれて以来，文化大革命の時期が終わるま
でのほぽ四半世紀の聞は，物価にかんしてはずっと安定しており，インフレーションは全くな
かったといってよい(第 1 表参照)。
ところが， 1969年毛沢東の死去とともに文革が収束し，華同鋒政権をクッションとして郡小
平に主導権が移り， 1978年12月 11期 3 中全会で従来の社会主義計画経済体制が根本的に見直さ
第 1 表 1951年以降の全国消費者物価指数
暦年 (前年=100) 0978 = 100) 暦年 (前年二 100) (1978=100) 
1951 112.3 1976 100.3 
1952 99.6 1977 102.0 
1953 103.4 1978 10. 7 100.0 
1954 102.3 1979 102.0 102.0 
1955 101. 1 1980 106.0 108. 1 
1956 100.0 1981 102.4 110.7 
1957 101. 5 1982 101. 9 112.8 
1958 100.2 1983 101. 5 114.5 
1959 100.9 1984 102.8 117.7 
1960 103.1 1985 108.8 128.1 
1961 116.2 1986 106.0 135.8 
1962 103.8 1987 107.3 145. 7 
1963 94. 1 1988 118.5 172.6 
1964 96.3 1989 117.8 203.3 
1965 97.3 1990 102. 1 207. 6 
1966 9. 7 1991 102.9 213.6 
1967 99.3 1992 105.4 25. 2 
1968 10. 1 1993 113.2 254. 9 
1969 98. 9 1994 121. 7 310.7 
1970 9. 8 1995 114.8 356. 1 
1971 99.3 1996 106. 1 377.8 
1972 99.8 
1973 100.6 
1974 100.5 
1975 100.2 
(1) 国家統計局編「中国統計年鑑」・ 1994-97年版「第 8 章物価指数J から作成
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れ，中国の社会主義は未だ初級段階にあるとして，部分的に市場経済原理・競争原理が導入さ
れはじめ，それは「実事求是」のスロー7ゲンのもとにその後の数年間に急速に拡大されてくる。
この市場経済の導入と同時に， 1980年頃から物価が急激に上昇し始め，解放以来初めての中共
政権の責任に帰すべきインフレーションを経験することになる。全国消費者物価の前年比値上
がり率が10% を割り込んで、小康状態になるのは，漸く 1996年になってからである。
このインフレが始まった最初の年・ 1980年は，計画経済が大幅に改編されて一部の計画生産・
計画価格が撤廃され，まず都市・農村に広範に「農貿市場J =自由市場と「郷鎮企業J が展開
されはじめ，多くの食料品・農村副業生産物・それに「郷鎮企業」で生産される生活必需品の
価格が市場決定に委ねられるようになりはじめた年である。
第 1 表の数字では1980年代の10年間に全国の消費者物価は，ほぽ 2 倍に高騰している。
しかし， 80年代にほぼ毎年中国を訪問していた私にとっては，この統計数字はどうしても実感
にそぐわない。もっと激しく物価が値上りしたように感じた。多くの中国人の友人に聞いても
同感だと言う。
ただ，多くの友人が指摘するように，この統計は，全国平均であって都市と農村の差を反映
していない。つまり，農村部(経済未発展地域)は物価上昇率は低く，都市部は物価上昇率が
高いが，その差を見えにくくしている。
その他にもこのような統計数字には問題がある。
第 1 表は，国家統計局の「全国小売物価総平均指数」と「消費者物価総平均指数J から作成
したが，出典の「中国統計年鑑J の注記によると，この数字は全国主要都市146市(圧倒的に沿
海部・長江貰河流域・東北工業地域に偏在)と県政府所在地80市(全国に分布)の統計の加重
平均であり，その小売物価統計の構成商品は，都市で352種類前後，県政府所在地で404種類前
後と記されているだけで，商品構成やその比重は明らかにされていない。
広大な国で各地で生活様式が異なり経済格差も大きいので，無理もないが，年次ごとに，あ
るいは地域によって基礎数字に質の違いがあり，その上，その商品構成は，統計の性格上どう
しても継続的保守的にならざるを得ない。経済の発展・生活様式の変化に対応が遅れがちとな
る。
いま一つは，主観的な多くの大衆の受け止め方であり， 日本の高度成長期と似ていると思わ
れるのはこの点である。
文革期 (1968年からほぼ10年間)は，良い意味でも悪い意味でも社会主義的平等・平均主義
が支配的であった。労働に応じた分配が大原則ではあったが，第一義的には，国民経済全体の
発展が目標であり，人民全体の経済=生活基盤の向上が目標であった。三大格差(工農業格差­
E則出労働と肉体労働の格差・都市と農村の格差)は，資本主義・帝国主義の残津であり，社会
主義だけが克服できるものとみなされていた。
それ故，個人あるいは特定小集団だけが突出して豊かになることは反社会主義であり，反革
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命的ですらあるとみなされた。そんな余裕があれば，弱い環・未発展の環の援助に充てるのが
当然という考え方である。
そのような未来志向に過去の苦いインフレーションの経験を加えて，大衆の生活を圧迫する
インフレーションは，社会主義にとっては禁句であった。したがってまた，インフレーション
の原因となるような政策，例えば赤字財政支出とか節度のない国債の発行や外債導入とかは，
厳重に慎まれた。厳格な「自力更生J が国是であった。
その結果，中共幹部たちは，文革期には「内債も外債もない社会主義中国J と誇らしげに語
った。それは，同時にインフレのない中国という意味でもあったのである。まさに内債も外債
もないのは，当時世界中で中国だけであった。
一把ーからげ的なな言い方をすれば，このような戦時共産主義的な状況下では，精神的緊張
が持続する期間内は，主観的能動性を発揮して予想外の(誇張はあったにもせよ「大躍進」の
ような)効果を生み出すが，一旦支えとなる精神的緊張がゆるめば， もはや自律的に高速度に
経済が発展していくメカニズムは内蔵していない。
文革に幕を引いたとき，それは，それまで中国民衆を支えてきた精神的緊張の糸が切れたと
きでもあった。いまさら刻苦奮闘・自力更生の「大慶・大寒J 式に経済を再編成することは全
く不可能なことであった。
その意味で， I改革開放路線J の登場は必然・不可避で、あり，それが-Ji始まった以上， もは
や後退することは不可能で、あった。改革開放路線の下では，つまり市場原理・競争原理に委ね
れば委ねるほど，資源と資金と労働報酬の分配原則は，その経済効果の優劣に依拠せざるを得
ない。やがて，按労分配原則の支配領域は制限され，按資(投資効果による)分配の領域が拡
大してくる。もはや，弱い環を皆で援助することは事実上不可能となり，強いところがより強
くなることによってのみ経済は発展する。
刻苦奮闘・自力更生の気風が思想、作風と経済効率の両観点から次第に消滅し，また個人の所
得が部分的にもせよ按労分配原則から逸脱して，相対的に十分高い所得が実現すると，同時に
その分だけ，個人の生活水準向上・個人消費志向が高まる。現在大衆的なスローガンになって
いるように「豊かになれるものから豊かになればよいJ (格差是認)という風潮が浸透してくる。
当然，資金も資源もそして利潤も，そこへ集中する。
はじめ大衆には高嶺の花・夢の生活用具であった耐久消費財が，収入の高いところから次第
に現実に子に入りはじめる。ちょうど日本の1960年代初期のように，である。
50年代末のわが国では，高度成長が軌道に乗りはじめた頃で，いわゆる「三種の神器J (内容
は目まぐるしく変化した)が普及していった時期であるが，私自身の経験でいえば，ごく初期
の白黒TVや冷蔵庫は，ほぽ大卒の月給 2 ヵ月分，洗濯機は 1 ヵ月分，自動車(トヨタから国
民車といわれたパブリカという排気量800ccの現スターレットの原型が発売されたばかりであ
ったが)にいたっては， 3 年分の年収を全額つぎ込まなければならなかった。
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TVは欲しいが給料は安い，ようやく月賦で買えば，日常の生活物資購入を極度に切り詰め
なければならなかった。給料も上がったが，感覚的な生活環境はよけいに苦しくなり，そのこ
とが，当時の政府が発表する消費者物価指数に疑問を抱かせた。給料は上がったが，物価はも
っと上がっている，あるいは，給料の上がり方は，とても物価の上がり方に追いついていない，
と思ったものだ。
閉じ情況が中国でもおきている。現在，中国の大衆は，政府の公式統計では実質所得は以前
と較べて低下していないのに，すでに家庭電化やモータリゼイションが手の届くところに来て
おり，一部の人あるいは一部の製品は使いこなしているのに，その価格は自分の所得に較べて
恐ろしく高く，それらの購入はかなり自分たちの生活を圧迫し，感覚の上では，自分の賃金の
上がり方が足りない，あるいは物価が政府の発表以上に上がっている，と思っているのだ。
大雑把にいえば，中国の統計には，前述のような質の均一性の点では問題もあるが，その点
を考慮にいれておけば，基本的に信用していいと思われる。その公式統計では，消費者物価指
数は1978年を 100 として， 87年には203.3 と 2 倍を超え， 93年には254.9 と 2 倍半を超えているが，
文革期以降の全国小売物価指数でいえば， 1988年と 89年の両年および93年を除いて，対前年比
で 2 桁の上昇をみた年はない。
ところが，中国都市在住の友人(知識分子)たちの日常の話では，実感として80年代に入っ
てからは，ずっと消費者物価あるいは小売物価は，年によって多少の高低はあっても，平
均10%以上は上昇している， 70年代末期から80年代さらに90年代始頭にかけて物価は 2 桁台で
騰貴し続けている感じだ(特に最近は著しい)。賃金も上昇したが，生活のやりくりは却って苦
しくなった，と誰もが言う。
しかし，戦後の私たちの経験からいえば，資本主義社会での生活水準の向上・大衆の生活の
第 2表 1978年を100とした以降の名目賃金上昇
指数
暦年 全国平均 固有企業 郷鎮企業
1978 10 10 10 
1980 135.8 134.0 144.2 
1983 164.3 159. 6 186. 1 
1984 199.2 186.9 253. 5 
1985 243.1 27. 2 311. 7 
1986 291. 7 274.9 362. 1 
1987 30. 7 311. 4 408.3 
1988 407.1 385. 6 486.6 
1989 460.3 437.4 533.3 
1990 518.7 495. 9 579.8 
191 584.3 553.6 657.3 
1992 692.4 659.4 741. 7 
1993 764. 3 713.5 748.2 
-35 -
小嶋正己
近代化は，実感としては全く同様な意識下に進行した。名目賃金の上昇率は第 2 表のとおりで
あって，この数字からみる限りでは，中国の方がずっと恵まれている。
尤も， 93年から 95年前半の消費者物価の値上り率にはすさまじいものがあり，第 1 表からも
93年には，全国小売物価指数は前年比13.2%の上昇，同賃金は24.8%の上昇となっており，さ
らに94年は別の資料では，全国小売物価指数は前年比21. 7%の上昇，同賃金は25.0%の上昇と
いう。 95年前半も，この傾向は続いているらしい。全国平均だから，広大な農村部を含んで、お
り，都市部(特に沿海大都市部)だけを採ったら，物価上昇率はもっと格段と上昇しているだ
ろう。物価の上昇率もすさまじいが，賃金上昇率もそれを上回っている。日本の石油危機の際
の f狂乱物価J 以上のインフレが，ここ数年間持続的に進行して現在に至っているのである。
この原稿執筆の時点では， 11996年のインフレ率は6.1%にまで落ちこんでおり J，この傾向は
確実なものとみなされ， 1997年の未確認の数字では前年比0.6%増といわれており，それがその
まま全国消費者物価の指数ではないにしても，中国のインフレーションは政府の懸命の努力の
甲斐もあって漸く落着したといっ状態にいたっている。
(3) インフレーションと「盲流」
それでは，このインフレーションとその他の経済要因・特に経済成長とどのように関わって
いるのだろうか。
というのは，欧米や日本等先進諸国の経済が低迷する時代に，目前の21世紀はアジアの世紀
といわれ，中でも中国はアジアの巨竜といわれ，いくつかの間題や未解決の問題を内包しなが
らも， r改革開放J は着実に結実しつつあり，いくつかの小竜を従えてアジアの主役になりつつ
ある。中国のGDP は1992年以来，連続して10%以上の成長を示している。第 3 表は，張漢亜
論文から借用してきたインフレと GDPの相関表である。
第 3 表から，一般的な途上国における GDPの増大率と物価上昇率との相関関係に次のよう
な法則性がある。つまり，発展途上国は，経済成長率も大きいが，それに比例して物価上昇率
も高くなることを免れない。中国もその例外ではないことが判る。
韓国の1968-78年の11年間の経済成長率 (GN P) は年平均10.1%であったが，物価上昇率
は年平均14.1% もなった。またわれわれが実感したところであるが，日本でも 1950年代後半か
ら 60年代にかけての高度成長期(この時期は日本も途上国の範曙に属する)には， GNPの年
平均実質成長率約10%，年平均名目成長率約15%，その差は物価の上昇率であったことを覚え
ている。
( 2 ) 国家統計局編「中国統計年鑑」・ 94年版・ 109頁「職工工資総額指数」より作成
( 3 ) 張漢亜「論経済増長投資増長針物価的影響」・「経済管理」誌1995年第 7 期・ 7 頁
( 4 ) 日中経済貿易センター「日中センタ一四季報」・第31号・ 28頁
( 5 ) 張漢亜・上掲論文・ 8 頁
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第 3表物価上昇率と GDPの対照表 0981-94年，単位前年比%)
GDP増大率 全国消費水 工業製品工 農産物買入 全国小売物暦年 (名目) 賃金増大率 準上昇率 場渡し価格 価格上昇率 価指数上昇上昇率 率
1981 4. 5 6. 2 6. 9 o. 2 5. 9 2. 4 
1982 8. 2 7. 6 5. 1 -0.2 2. 2 1.9 
1983 10.2 6.0 6. 8 -0.1 4.4 1.5 
1984 14.5 21. 3 11. 0 1.4 4.0 2. 8 
1985 12.9 2. 0 13.2 8. 7 8. 6 8. 8 
1986 8.5 20. 0 4. 3 3.8 6.4 6. 0 
1987 11. 1 13.3 5. 7 7. 9 12.0 7. 3 
1988 11. 3 23. 1 6. 8 15.0 23.0 18.5 
1989 4.3 13. 1 -0.8 18.6 15.0 17.8 
1990 3.9 12. 7 2.2 4. 1 -2.6 2.1 
1991 8. 0 12.6 8. 2 6. 2 -2.0 2.9 
1992 13.2 18.5 11. 6 6.8 3.4 5. 4 
1993 13.4 24.8 9. 3 24.0 13.4 13.2 
1994 11. 8 25.0 21. 7 
ところで，第 3 表をみると，十分で、はないが中国の独自の社会主義的発展の諸特徴がいくつ
かみてとれる。
第 3 表を作成した張漢亜は，この表を，簡単にいえば，経済の高度成長には社会的投資の何
らかの強引な増大が必要であり，強引な投資の増大(過剰流動性)は不可避的に物価の引上げ
をもたらす，つまり経済成長とインフレの聞には，発展途上国では，それぞれの独自性はある
にしても，いわば一種の法則性をもっ不可避の現象であることを証明する材料として提示して
いる。
しかし，上述のように，私はこの表からも窺いとれる中国の特殊性の方に興味がある。とい
うのは，上掲の表にあげた14年間に 3 度のピークがあるが (1984年， 88年， 93-94年) ，いずれ
のピーク時にも GDPの増大率・消費者物価増大率を上回る賃金増大率およびかなりの農産物
の国の買上げ価格の上昇をみていることである。この間の中国の情況を，私なりにごく簡単に
思い返して叙述してみよう。
先進国でも発展途上国でも，一定の歴史的段階・つまりその性格や様相は違っても急速な高
度成長二工業化の時期があった。その時期，大量の第 1 次産業就業者(主として農民)が第 2
次第 3 次産業の就業者(都市勤労者)へ移動した。
わが国の戦後の歴史でいえば， 1950年代から 60年代前半にかけて，全国農村の中学卒業者が
「金の卵」といわれて都会に集団就職し，やがて農村の過疎・都市の過密という社会現象を現
出した。
中国ではどうか。中国では， 80年代から一元的な計画経済制度の崩壊二市場経済原理の部分
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的導入およぴ対外開放政策の展開と重なり，具体的にいえば，工業化は，広州・深川を中心と
する広東省およぴ華僑が多い福建省，それから解放以前からの商都・上海近辺から，次第に何
らかの形で華僑(とくに香港華僑)と結び付きをもった外資が導入され，その段階が始まった。
だから，最初から一挙に華々しい大企業の進出ではなかったのである。だからむしろマクドナ
ルドやコカコーラの類の全国進出やvw社や新日鉄の上海工場の建設は， トップの果断な決断
による例外であった。
外資(欧米日資本)は，始めおつかなびっくりであった。むしろ中国人の心情を理解できる
香港資本が先駆けの役を務めた。それから，大企業よりも中小企業の方が，当然のことながら
決断は早かった。
それらの外資に対して，中国は一般的に誠意をもって対応した。先進諸国の資本も中国の路
線に確かな信頼を寄せ始めた。インフラ面を整備し，都市周辺には建設ラッシュが続いた。そ
の建設ブームを支えるには，膨大な労働力を必要とする。それに応えたのが，次第に顕在化し
てきた農村剰余労働力である。
これまでずっと (55-56年の「合作社高潮J 以来76年の「人民公社J 解体まで)中国農民は，
社会主義的集団労働になれてきた。「馴れ」たというよりも「狩れ」たという字を使ったほうが
よいかも知れない。もはや集団労働からなんの積極性も引き出せなくなっていたのである。農
民は新しい刺激を求めていた。新しく始まっていた個人請負制では，当然限界があった。「集団」
から解放された・知恵のある・小才の利く農民がー捷千金とまではいかなくても，何か割りの
よい儲け口を求めて駆けずり廻るのは自然の勢いというものであった。
また，旧来の社会主義集団農業では，短期の効率とか短期の合理性とかはあまり考えなくて
もよかったし，特に中国では，食糧生産第一主義を標梼していたので，農村労働力の使い道は
いくらでもあった。
ところが， r集団J を解体すると，当然商品性作物第一主義となり，個人生産性をあげること
に躍起となり，結果必然的に労働力の剰余が出るようになる。
それに，農民は，過去の経験をとおして(人民公社化運動・特に悪名高い製鉄運動をとおし
て)農業以外の・つまり工業や建設労働に多少の経験を積んでいた。
そこに「改革開放J の建設ブームが降って湧いたのである。 80年代の10年聞は，当時10億人
の農村居住社のうち約 2 割 2 億人が潜在的失業者といわれていたが，彼等のうち何百万という
男女が農村から出てきて，新しい労働者になったのである。
はじめは，農村からの都会への出稼ぎは，村の誰かれが都会に出てー稼ぎしたという話が伝
わると，あるいはたんまり稼いで帰ってくると，その誰かれを頼って何人かが出ていく。就職
先を決めから出ていくのではない。村の知り合いを当てに，あるいはそれすらなく，噂話だけ
を当てに出ていくのである。彼等は農村のルンペンプロレタリアではない。農村にいれば，た
とえ貧しくても食えるのである。潜在的失業者といえばそうだが，いわばー棲千金を夢見て，
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故郷を出ていくのである。最初はすべてが，全く無計画的・無秩序に進行した。それは信じら
れないくらいの凄まじいものであった。
日本の集団就職どころのの比ではない。私の何度も目撃した情景でいうと， 80年代前半の広
州駅前では，何千人という農民が鮪詰めの汽車から吐き出されて，どこへ急ぐでもなく，駅前
広場(まるでその日のために用意されていたかのような)で迎えの同郷人を待ったり探したり
するために，ハンドマイクで怒鳴りプラカードを高く掲げあるいは大声を上げながら，何万と
いう人の海を泳ぐのである。駅前広場の縁には，長期に「待業」するための簡易テントが立て
られている。きれいな格好をしているわけではない。男性ばかりでなく，女性も大勢いる。特
定の日・特定の時期だけでなく，年中毎日がこの喧騒の連続である。これが， 2 年か 3 年は続
いたであろう。彼等は，仕事を求め，知人を探して右往左往し，疲れ果てた表情をしていたが，
その眼の奥には輝きがあった。ひょっとすれば，農村にいたときには考えられなかったような
金が子に入るかも知れない希望があった。
中国では，この情況を「盲流J と呼んでいた。つまり，この情況を公認していたわけではな
い。中国では，所属する単位(官庁・工場・学校・その他の労働場所あるいは自営業)と住所
ごとに戸籍を登録管理しており，農民が勝手に自分の意志だけによって労働場所を変え，住所
を移すことはできない仕組みになっていた。それを無視したから「盲流」と称したのである。
しかし，実際には，決して強権的に制止せず，奨励こそしなかったが，傍観というか，自然発
生に任せた，あるいは任せざるを得なかった様子であった。そういう形で，新しい需要に供給
を合わせざるを得なかったのである。
中国では， í盲流J という形態で爆発したが，それは確かに無秩序無計画で混乱も生じたが，
それは，日本のように荒廃した農村を後に残すことなし農村の潜在的失業者を都市に労働者
として一時に極めて大量に移行させたのである。
「盲流」による人口動態は，公表されていない。「盲流J という宇が示すとおり，政府が公認
したものではなし」むしろ政府の予想あるいは計画をはるかに超えた自然発生的な動向であっ
た。
それは矛盾でもあった。工農業を近代化し，消費財市場を市場経済制の導入によって潤沢化
し，外資にたいして「開放」政策をとれば，必然的に農民を新たな労働者に仕立てる準備をし
なければならない。ところが，政府は中央も地方も，こんなにも急激に農民自身が自発的に動
きだすとは思ってもいなかった。
中央・地方の政府とも「官流」を制止しようとして，都市に「盲流」した農民の戸籍移動(日
本の「住民票」に当たるが中国では「身分証明書」としてかなり厳密に管理されてきた)を認
めなかった。出稼ぎ農民は，初期のうちは統計上は依然として在村居住の農民として扱われた。
だから，人口統計で「育流」の規模を推定することは不可能に近い。そこでそれをある程度
推量し得る資料として，第 4 ， 5 表を掲げることにする。
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第4表都市労働力の部門別就業人数
(単位:万人)
暦年 国有企業 集団企業 連営企業 株式会社 外資企業 私営企業 個人経営
1952 1580 23 883 
1965 3738 1227 171 
1970 4792 1424 96 
1975 6426 1772 15 
1978 7451 2048 24 
1980 8019 2425 81 
1984 8637 3216 34 339 
1985 8990 3324 38 6 450 
1986 9333 3421 43 12 483 
1987 9654 3488 50 20 569 
1988 9984 3527 63 29 659 
1989 10108 3502 82 43 648 
1990 10346 3549 96 62 57 614 
1991 10664 3628 49 96 68 692 
1992 10889 3393 56 138 98 740 
1993 10920 3393 66 164 133 186 930 
1994 11214 3285 52 292 195 332 1225 
その後「盲流j の無計画無秩序性は次第に修正されていった。個人的なコネクションや人脈
による求職・企業独自の勝手な求人は，次第に「盲流」の無統制ぶりにあきれ，また農村の経
済管理にも大きな影響を与えはじめたので，農民の出稼ぎに公権力が関与するようになり，誰
が何処にどういう条件で出稼ぎに出るかをその地区の居民委員会や党委員会で決めるようにな
り，特に県・郷鎮の政府が企業の要請を受けて，必要な労働力を公平に選抜し，企業に送り込
むという契約制度が一般化しつつある。
この県・鎮郷政府と企業の契約制度の普及は，一方では，企業の求人活動を合理的・計画的
なものにしていくと同時に，他方では，郷や鎮の計画的発展のために非常に貢献した。つまり，
詳述は避けるが，郷鎮企業の自村誘致および自力による設立である。またそれが日本のように
( 6 ) 国家統計局「中国統計年鑑j ・ 1995年版・「第 4 章従業員および賃金J の諸表から作成。企業形
態の中で「連営企業J というのは， r改革」政策進展の中で生まれた新しい企業形態で，国と集団
とが共同で経営する。ほとんどの場合，経営の主導権は市場経済の実際の経験をもっ集団側が掌
握し，国家は出資あるいは融資を引き受けるだけとなる。なお，第 4 ， 5 表で19984年以降だけを
表示し，それ以前はモニュメンタルな年だけを掲げるにとどめた。 1952年は第 1 次 5 ヶ年計画の
出発年， 1965年は「文革」が全国展開した年， 1970年は「文革J 最盛時， 1975年は「文革j 収束
の翌年， 1978年は「改革開放」政策が打ち出された年， 1980年は本格的に「改革開放」政策が展
開され始め，同時にインフレが全国を覆い始めた年である。
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第 5 表農村の非農業部門労働力の部門別就業人数
(単位:万人)
暦年 郷鎮企業 私営企業 個人経営 合計
1952 18243 
1965 23534 
1970 28120 
1975 29946 
1978 2827 30638 
1980 3000 31836 
1984 5208 35968 
1985 6979 37065 
1986 7937 37990 
1987 8806 39000 
1988 9545 40067 
1989 9367 40939 
1990 9265 113 1491 42010 
1991 9609 116 1616 43093 
1992 10625 134 1728 43802 
1993 12345 187 2010 44256 
1994 12017 316 2551 44651 
超過疎=廃村に至らなかった理由でもある。だがこの制度は， I盲流」の混乱と経験の中から生
まれたものであり，最初からこうは考えられなかったものである。「実事求是」の一つの具体例
かも知れない。
それからもう一つ言い添えておきたいことは， I盲流」の実態を見て，それは壮絶の人海の一
語に尽きるが，人々の顔色は真剣そのものだが，決して将来に対する希望と期待の色が消えて
いないということである。「改革開放j は，いろいろ矛盾や混乱があるにしても 50年100年は続け
なければならないと考えている所以である。「文革」のときは，人々はいつか止むときが来ると
考えていた。
さて本題に戻って，このいわば中国の新しい原始的蓄積の意味をもっ農民の都市移動は，当
時のインフレを抜きにしては考えられない。
第一に，中国の農村・特に奥地の農村は，従来近代的な市場経済が十分に浸透していなかっ
た。日常生活用品や一部の生産資材も自家生産あるいはごく身近に調達していた。例えば， 日
本の農村もかつてそうであったように，食料品のほとんどすべては自家製品であったし，建築
資材や仕事着や寝具の類もそうであったし，鋤鍬も村の鍛冶屋で、間に合った。化学肥料やトラ
クター，家電製品も完全に一般化していたわけではなかった。
早期に農村に普及した工業製品といえば，大型集団化時代に生産大隊以上の単位の所有で買
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ったトラクターや濯蹴用のモーター， トラック，一部の工作機械(工場設備)だけで，自家生
産できない個人所有の工業製品といえば，自転車と腕時計くらいなものであった。さらに，ま
だ自由に(個人所有の)自宅の建築はできなかった。したがって，農民の可処分所得は，かな
りの割合が使われずに貯金されていた。
それ故，インフレが進行しても，農産物の買い付け価格が消費物価の上昇に追いつくほどに
値上がりしなくても，その数字ほどには農民の生活を圧迫しなかった。
また，インフレ率をカバーするほどではなかったにもせよ，この過程で従来の農業生産の生
産性向上分を重工業を中心とする工業化資金にするという初期(伝統的)社会主義のやり方を
改める政策が進められ(工農格差の縮小政策)，農産物の値上がり率が工業製品に較べて比較的・
相対的に高かった。
これらの点では，農業を潰して農民を食えなくして農村から追い出し，都市労働者に再編成
した先進諸国とは，大いに事情を異にしている。では，何が農民をして「盲流」までして，出
稼ぎに走らせたのか。
それは，市場経済が急速に普及してきたこと，特に良質の便利な日用品が豊富に出回って，
農村を完全に貨幣(商品)経済化してしまったこと，つまり，金を出して買えば従来自家生産
していたよりもずっと簡単に手間もかからず良質のものが子に入るのである。商品を提供した
のは， 80年代に雨後の笥のように輩出してきた都市および都市近郊の私営企業・経営改革に成
功して新製品を生産し始めた中小の公営企業および大型の国営企業・それに市場拡大を目指し
規模を拡大し近代化した郷鎮企業である。
ほぽそれと同時に，前節で述べたとおりインフレが進行していた。それが箪笥預金の吐き出
しに拍車をかけた。はじめはラジカセ程度から始まって (70年代後半)，我々も経験済みのデモ
効果も手伝って，次第にTV (白黒からカラーへ)や大型家具の購入競争，派手な結婚式の流
行 (80年代前半以来)から公有制の緩和で自宅の改築や新築 (80年代後半から90年代前半)に
まで個人消費は拡大していった。この80年代からの個人消費の拡大傾向は，都市勤労者も全く
同様(自宅の改築・新築を除いて)であった。都市農村とも生活様式も近代化していったので
ある。
一方において，農村自然経済部分の崩壊二市場経済の浸透とともに，農民の貨幣指向が強く
なり(過去の個人蓄積の取崩しだけでは足らなくなり)，他方において，自由な市場商品生産の
ための労働力需要が増大し，両者の急激な出会いが「盲流J となったのである。
「盲流J は，確かに無計画・無秩序なものであり， I社会主義」とは遠くかけ離れてみえ，当
局の全く予期し得なかった現象でもあり，はじめは呆然として数年間は子の施しょうもなかっ
たようにみえた。が，次第に，当局はそれを「改革開放」の過程の不可避の必然的な現象であ
( 7 ) 小嶋正己「中国の価格改革について」・「流通科学大学論集」第 7 巻第 1 号所収を参照されたい。
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ることを理解しはじめ，その子なずけの要領を会得しはじめ，今日では概ねコントロールでき
るようになったこと，前述のとおりである。
もう一つ，インフレ率を上廻る賃金引上げ率についても一言だけしておきたい。
第 3 表の数字には，若干の注意が必要である。
第 1 には， 3 大ピークといわれる 1984， 88, 93年の数字をとってみると(他の年でも程度の
差があっても同様のことが言えるのだが)，いづれの年も，賃金上昇率はGDP増大率および、物
価上昇率を大幅に上廻っている。 GDP増大率は，おおまかにいって工業就業人口増大と 1 人
当り生産性の向上との積に比例するから，この場合前者の比重の方が高いと思われるので，賃
金増大率ははるかに生産性向上率を超えて実現されたものと考えられる。日本の高度成長こイ
ンフレ期における賃金上昇の実感と較べてみると，随分と違うことがみてとれよう。日本では，
この時期に賃上げは生産性向上の範囲内でという日経連の政策が確立された。
中国の場合は，インフレ期の初期は生産性の向上率を超えて賃上げがおこなわれたのである。
それが結果的にはインフレとなって悪循環するのであるが。その主な理由は，大衆の生活水準
の向上=消費財市場の拡大=改革開放政策の貫徹であった。むろん政府には一時的に物価が上
昇しても，市場原理(競争原理)が一定の限度をつくりだすだろうという読みがあったに違い
ない。現実には，必ずしもそっはならず， 96年になってやっとインフレ率をー桁に抑え込むの
に成功するのだが。
第二に，一々統計的に実証する繁を避けるが，第 3 表には農民所得が含まれていないが，農
産物の(国家)買入価格上昇率と全国小売物価指数上昇率とを比較してみると，原則的に前者
の方が高い。ということは，都市住民の所得(賃金)と農民所得とが並行的にインフレ率を超
えて上昇していることを意味する。
従来，奥地農村地帯では，先述のように，かなりの程度自然経済的な要素を残していた。そ
ういった地方では，一戸当たりの年間現金所得が100元あまりというところもあった(日本円で
約2000円前後)。自然経済だからこそ，それで生活できていたのである。それが商品経済の浸透
で，従来の生活が必然的に不可能になる。電気が通っただけで従来の生活は不可能になる。電
気代を支払わなくてはならないし，その上，無理をしてもさまざまな電化製品も買いたくなる
のは我々がすでに経験済みのことである。彼等が人づてに都市に稼ぎ口のあることを聞き，堰
を切った水のように都会に出てきたのは我々にも実感をもって理解できることである。
第三に，この「盲流」に最初慌てふためいて，戸籍の移動禁止等の防止策を採っていた当局
も，次第にこの流れを改革開放政策の必然的な結果として受け止め， í盲流」自体にメスをいれ，
次第に求人企業と郷鎮政府の契約によって郷鎮政府が派遣人員を推薦する等の規制を加えると
ともに，より基本的な解決策として現地の郷鎮企業の振興と誘致をした。郷鎮企業の振興・誘
致は，さらに自然経済を駆逐し，商品経済を浸透させ，一層農民を出稼ぎに駆り立てる。
その結果，浸透に濃淡の差はまだあるが，中国農村は市場経済が支配的になり，すっかりそ
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の相貌を変えつつある。
日本では高度成長の時期，最初からわりと組織的に集団就職が実施され，その点では中国の
ような混乱はなかったが，時を経るにしたがって農村の疲弊は目を覆うばかりであった。当時
私は山口大学に在職していたので比較的日本の農村の実情を日常的にみていたが，文字通り「三
ちゃん農業」の時代を経て後継者不足と減反政策が重なって，田畑が荒廃し，廃屋廃校(いわ
ゆる過疎)が増え，山口県では廃村こそなかったが部落集落ごと消えてしまった個所をいくつ
もこの目で見てきた。
中国ではどう変わったか。一時通過者として見たに過ぎないが，都市近郊から奥地の農村に
いたるまで過半の農村は，活気に満ち，自由市場が繁盛し，新築の家屋や新しい農耕器具また
テレビのアンテナさえこれ見よがしに目立ち， 日本のような過疎どころかどこに行っても子供
が飛び出してくる。農村はしっかり生きている。
最近，中国人民大学と朝日新聞社(日本)とが共同世論調査をおこない，その結果を発表し
た。調査方法からすると，調査対象者の58%は農山村居住者であり，農民の意見もかなりの程
度反映していると思われる。
それによると， 1貴方は，今の生活にどの程度満足していますか」という質問にたいして，中
国人は(括弧内は同じ質問にたいする日本人の回答)，満足25% (10%) ，まあ満足49% (57%) , 
やや不満19% (29%) ，不満 7 % (10%) となっており，プラス回答がいずれも日本人を大きく
上回り，マイナス回答は逆になっている。
「この 5 年間くらいの聞に貴方の生活はよくなりましたか，悪くなりましたか」という質問に
たいしては，とても良くなった28%( 3 %)，少し具くなった56% (15%) ，変わらない 9 %(51%) , 
少し悪くなった 5 % (23%) ，とても悪くなった 2 % (6 %)となっており，これも中国人の方
が， 1 とても」と「少し」を合わせるとプラス回答が84%に達する。日本人は両者合わせて 2 割
に満たない。
15 年後，貴方の生活は今より良くなっていると思いますかJ という質問にたいしては，良く
なる 75% (14%) ，悪くなる 7 % (30%) ，変わらない 9 % (50%) その他・答えない 9 % (6 %) 
となっている。中国人は 4 人に 3 人が将来を蓄被色に見ているのにたいし， 日本人は良くなる
と見る人は悪くなると見る人の半分にも満たない。
この調査についてはこれ以上触れないが，一つだけ蛇足を加えておくと，中国人で、マイナス
回答をした部分には，農村部の人々よりも都市公務員や教員や一部取り残された能率の悪い国
営企業の従業員などインフレの悪影響をもろにかぶった人々が多いと推量できることである。
このように，一時的混乱はあったものの中国農村部は基本的に健全な態様を保持したまま，
沿海都市部を中心とする工業改革=市場経済化を一応軌道に乗せることに成功したのである。
( 8 ) 朝日新聞・ 97年 9 月 22 日所載
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ただ問題がないわけではない。中でも最も大きな重い問題は，これまで国民経済の牽引車的
役割を担ってきた国営企業の改革が未完成なことである。国営企業の改革のゆきつく先は，株
式会社化であるが，このことは， 1997年 9 月に開催された中共第15回大会における江沢民主席
の政治報告で初めて公式に明らかにされた。次節でこのことについて述べよう。
(4) インフレーションと国営企業改革
第 4 表からもみてとれるように， 1980年 (í大躍進J 以降「文革」を経て華国鋒政権時代)ま
では，中国の企業形態は国営企業と集団所有制の企業とごく少数の個人経営の商店ないし手工
業者しかなかった。第 4 表には従業員数しか掲げていないが，生産額も国営企業が圧倒的で，
当時，固有(全人民所有制)国営(計画経済に最適)の企業形態に疑問をもつものは，国の内
外を間わず誰もいなかった。
ところが「文革」を経て，その渦中にあっていろいろな経験を積む中で，何千年もの長い階
級社会が蓄積してきたもの (í文革」では階級社会の残津としていとも簡単に主観的に掃除でき
ると考えていた人間性の否定的側面，例えば金銭欲とか特権意識とか人脈を使って自己の便宜
を計るとか)がそう簡単に無くならないということ，それを全く無視した社会の下部構造も現
実的でないことを多くの人々は思い知った。毛沢東は，中国人民が戦時共産主義的情況の中で
達成したもの・主観的能動性の所産である新生の事物をそのまま永久化固定化できるし，また
それを強制すべきであると考えたところに誤りがあった。それは，歴史的必然性からいっても
不可能なことであった。かくて， í実事求是」によって社会主義を修正し， í改革開放」路線を
実行し，市場主義を導入することになったのである。
国営企業を「改革開放」する，市場経済制を導入するとはどういうことは，国営企業のどこ
をどのように改めたらいいのか。国営企業は，従来「鉄椀j といわれてきた。絶対に壊れない
という意味である。確かに全人民所有制の国営であって，原材料と必要な資金とが国から供給
され，製品のほとんどが国に買上げられ，任務はただ一つ計画指標を達成・できれば超過達成
するだけとすれば，ほとんどリスクは皆無で、あり，壊れようのない「鉄のどんより」である。
だから，企業の幹部も技術者もそして労働者も， í改革開放」の声が高くなっても，実際にどう
すればよいのかなかなか判らなかった。
しかも，国営企業は，単なる経済単住・生産単住というだけでなく，一つの巨大な社会性活
の単位でもあった。
国営企業は，工場とともに住宅を建設する。周知のとおり，中国は住宅事情が大変悪い。都
市大企業に所属していると，その企業の建設した住宅(日本流にいえば社宅，だがその使用方
法は日本と大分異なる)の「配分」を受けるチャンスが得られる。その他，詳説しないが，数々
の社会保障(例えば医療保険・退職後の年金・生活保護・冠婚葬祭の補助の給付等々)の大部
分は，企業(国営以外を含む)の負担する労働保険によってまかなわれ，労働組合 (í総工会J)
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が管理運営している。政府が直接管理運営している全国民が等しく享受している権利ではない
のである。さらにまた，大型の国営企業は，従業員の福利施設として託児所・各種学校(小学
校から初級高級中学校，中には専門学校まで) ・病院や診療所まで経営していた。それは，あ
る意味では当然で、あり，社会主義的発展の道筋でもあり，企業のコミューン化の第一歩でもあ
った。
しかし，市場経済導入によって上記のような付属民生施設をもたない企業ができ，それと競
争ということになると，相手の企業がたとえ郷鎮企業であれ合弁企業であれ，従来の国営企業
の経営方式のままでは，次第に対抗することが難しくなってきた。
特に農村から湖興してきた郷鎮企業と比較して，低賃金での労働力の調達と付属施設の運営
に金をかけない点ではかなうべくもなかった。
また，特に生活消費物資に市場経済化が浸透してくると，従来の十年一日のごとく同一製品
のみを製造し続けている国営企業では，特に市場経済を熟知しそれでなくても目はしのきく華
僑の合弁企業などに太万打ちできなかった。
計画経済のもとではその任務を達成・超過達成し， í優良企業」 ・ 「金のなる木J といわれた
国営企業も，市場経済下では，次第に国の重荷になって「金食い虫」といわれるようになって
きた。
公式に発表されたことはないが， 1980年代以降，国営企業の半数から 3 分の 1 は赤字企業と
いうのが，一般に人々の間で常識となっている。
それでも「改革開放」は進めていかなければならない。その第一歩として，まず中共は，国
営企業の経営から「政治第一」から「経済第一」に方針を変更し，企業内でほとんどの政治活
動を行わなくなった。国営企業の合理化を推進し， í独立採算制J を強化した。国家からの資金
供与を銀行からの借入れに切り替え，利潤上納部分を少なくして，企業留保分を増やした。さ
らに，計画生産部分(国家買上げ部分)を縮小し，企業の市場での自販部分(自由販売部分)
を増加し，人事賃金の企業自主権も認める等の措置をとった。
そればかりでなく，減価償却積立金も，従来は全額上納して，中央で統一的に(技術的後進
部分を援助するように)配分されていたが，全額企業に積み立てられることになった。つまり，
市場原理が貫徹すれば，技術的に進歩している企業が競争に勝ち，勝った企業が各種の方法を
講じてより多くの実質上の減価償却費を積み立てることができ，設備を早く近代化でき，後進
部分との格差を拡大することになる。
これらの改革が効を奏してうまく市場経済に乗ることができた国営企業は，ただ全国営企業
の 3 分の l 程度といわれ，残りはこれだけの改革では活気付いた郷鎮企業・合作企業・合弁企
業との競争に打ち勝つことはできず，赤字を出すか，あるいはそのボーダラインをさまよって
いた。従来，国営企業は，中国国民経済の中核的存在だった。それがこの有様で市場経済にた
えないとすると， í改革開放j は画餅に帰するだけでなく，ソビエト連邦崩壊の後追いになりか
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ねない。
このような事態にたいして，中共は果断に対応し，さまざまな打開の典型例を援助し，その
過程から国営企業活性化の共通の道筋をまさぐっていた。 90年代の後半になって，漸くその成
果が現れつつあり，その政策も公式に追認されるようになった。一言にしていえば，先述の第
15回党大会での江沢民報告の「国営企業の株式会社化」であるが，今少し私見を交えて説明を
加えると，次のとおりである。
中共は，最終的には中国独自の社会主義・人類未到の理想社会(文革の経験を経て毛沢東の
ときよりもずっと長期的観点から)を実現する気でいる。そのために「実事求是J r足の先で川
底をまさぐりながら J 未知の激流を渡りきろうとしている。だから，プロレタリアート独裁権
力が絶対必要で、あり，アメリカ流の「民主」や「自由」をいくら要求しても(政治的妥協はあ
っても)プロ独裁の根底に触れる譲歩はあり得ないし，その物質的基礎である全人民所有制の
国営企業の本質は慎重に保全するであろう。
その前提に立っていえば， r改革開放J の初期の実験のうち初期 (70年代-80年代前半)に試
みられたいくつかの政策は，現在すでに放棄されたか・あるいはすでに新たに推進されること
はなくなっている。例えば，国営企業のまるごとリース制や工場長(社長)公募制あるいは経
営請負制である。
現在国営企業にたいして採用されている基本政策は，大要次のとおりである。
すなわち，現在赤字を出している企業は，付属非生産部門を別の行政系統に引き渡して(切
り離して)身軽になり，経営を合理化し，場合によっては大幅業種転換をはかり，そのために
は必要とあれば他の企業に吸収合併させる等して，できるだけ早急に基本的に黒字企業に再生
させる。
この吸収合併については，かつて私は，河北省保定市の事例についての調査報告書(河北大
学経済系・保定市体制改革委員会編)を翻訳・紹介したことがあり，詳細についてはそれに譲
るが，吸収合併については，国営企業同士でも，そうでない場合でも，日本では想像もつかな
いような問題もあったようである。
吸収合併で立て直そうとした国営企業は，主に割合業績のいい同種国営企業に吸収合併され
「リストラ」されたが，特殊例として(案外多数の例があるが)，市場競争で郷鎮企業に負けた
中小型国営企業(地方国営)では，その郷鎮気業に吸収されてしまったケースがある。
逆に市場活動が活発で業績を伸ばした郷鎮企業の「経理J (社長)が市場活動不振の国営企業
の幹部に迎えられたケースもある。郷鎮企業は，その前身・人民公社の商工業部門の時代から，
大衆の生活に密着して成長し，自然に市場経済の機微を把握したものだけが生き残って郷鎮企
業に「翻身」し得たので，そこの「経理」たる者はいわば土着の商人という感覚を身につけて
( 9 ) 小嶋正己「中国国営企業の合併に対する従業員の意識調査」流通科学大学流通科学研究所ワー
キングペーパー第 4 号・ 1995年刊。
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いる。
中共は，吸収合併でリストラできない企業・経営責任者の更迭や業種転換ができない企業は，
最後の手段として「破産」させる以外に道はないと判断していた。すでに中共は， 1中華人民共
和国企業破産法(試行) J という法律(厳密にはいまだに試行の段階であって，まだ正式の法律
とはいえないが，事実上は法律と同じ効力をもっている)を 1986年末の第 6 次全国人民代表大
会第四国常務委員会で決定し，全人民所有制の国営工業企業を対象に公布していた。
「試行」とされたのは，当時まだ全人民所有制の企業において破産=債務不履行ということが
理論上あり得るかどうかについて異論があったからと消息筋は伝えている。ただ事実上は，改
善の見込のない非効率国営企業は結局潰すしか方法はないという結論は出ていたのである。全
人民所有制を実質上はまだ未成熟で固有形態をとらざる得ないとみ，企業という性質上， 1独立
採算制」という性格を非常に重視すれば，個々の全人民所有制企業の効率の悪さに起因する「破
産」という事態は当然ありうる， との「改革開放」後の意見が多数を占めた結果である。
その法律の一番最初の適用・国営企業の破産は， 1985年 8 月の東北工業地帯の中心地・沈陽
の沈陽防爆機材工場等 3 企業といわれるが (1破産警告」を受けただけともいわれる)，一つの
社会的事件として中国内部でも外国にも報道され，文献にもその詳細が紹介されたのは， 1991 
年12月の重慶針織物総廠(通称「重針j ・重慶メリヤス製品製造会社)の破産である。
「重針」の破産に至る原因や破産の過程については，一々書かないが，この過程すべてについ
て客観的な立場からみると，他の国家機関もできる限りの援助を惜しまなかったし，従業員た
ちもそれぞれの立場で懸命の努力もし，また抵抗をもした。しかし，中共および当局は，一貫
して効率が悪く，どうみても早急に改善の見込のない企業は破産させるという大原則は譲るこ
とはなかった。それは，国営企業改革の思い切った一つの政策の実験だ、ったのである。
「重針破産」はある意味では，一つのマイナスの典型樹立た、ったのである。むろん破産である
から犠牲は出た。多くの借金が踏み倒され(一般債権にたいする重針財産分配率は12%に満た
なかった)，関連企業に多大の迷惑をかけ，従業員には失業の憂き身をみさせることにもなった
(一部のすぐに他企業に移籍することができた技術幹部以外の大部分の従業員1300人余がすぐ
には転職できなかった)。
しかし，何とかそれらに耐えた。ときは「天安門」事件からまだ 2 年半しか経ておらず，外
国勢力のなかには，労働者に不穏の動きがあると聞き，第二の天安門事件の契機にとの期待も
あったようだが，その期待に反して， 1改革開放」の力はその危機をうまく乗り切ったのである。
それは，各種の社会主義的制度の確立を前提にしての話であるが(たとえば，手厚い失業保険
制度・生活保護制度・労働保険制度・行政の前向きの救済姿勢と各種の融資制度等) , もう一つ
(10) 中国の新聞には中共の意をj及んでであろう「人民日報」に何度かかなり大きく紙面を割かれて
報道され，日本や欧米各国の新聞には， í中国国営企業のストライキ」として報道された。詳細は，
謝徳禄著・武吉次朗訳「大破産・中国の国営企業の改革」東方書店・ 1997年を参照されたい。
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の側面が思わぬ救いの子となったのである。すなわち，一つはインフレのお陰であり，二つに
は，前節で述べた「盲流」を含む沿海地域の労働力不足で、あった。
インフレは，全体的には労農大衆の生活にたいして大きな悪影響をもたらす。特に賃金の上
昇率が物価の上昇率に追いつかないときは深刻な情況になること，我々の経験してきたところ
である。しかし，小さい個々の局面では，経営者にとって有利に利用できるところがある。た
とえば，資産の再評価益や債権債務の相対的縮小がそうであるし，賃上げをしなければそれだ
け人件費は節約できる。「重針」も破産したとはいえ，この恩恵をこうむって被害を最小限度に
食い止めることができた。債権保証率12%弱はその後の破産企業の中では最高で、ある。
また， r盲流」は四川省出身者が最も多く，常時100万人(四川省人口 1 億1300万人)を数えた
というが，この流れに身を投ずることによって不安定な職場に留まっているよりも，むしろ割
がいい稼ぎになったという現地の話もある。「盲流」規制後も，四川省の出稼承認証をもった労
働者の中に多くの元国営企業従業員・中には現役の公務員もいたという話もある。
この「重針破産事件」を契機として， r重針」あるいは重慶だけにとどまらず多くの都市労働
者の聞にまだ残っていた「親方五星紅旗」の思想(国営だからまさか倒産することはあるまい，
たとえ工場が閉鎖されても失業して路頭に迷うことはあるまい，たとえ工場が賃金を支払えな
くとも国が踏み倒すことはあるまいという「鉄碗飯」流の甘い考え)を粉砕した。「重針」破産
以降は，国営企業は「鉄碗」ではなくなった。少なくとも従業員の意識では「鉄碗J ではなく
なった。
「重針破産」は，国営企業経営陣にも活をいれた。国営企業幹部は，従来一部であろうが「官・
お役人」としての作風が残っていた。前例を覆さない，いわれたとおりにやるが，積極的には
やらない，序列にはうるさいが，競争はしない等々の官僚主義がはびこっており，それが「改
革開放」を阻害していた。「重針破産」は，そんな官僚主義・ことなかれ主義に警鐘を乱打する
効果があった。うかうかしていては， r亡廠奴(工場を潰した野郎)J の汚名を着せられてしま
つ。
かくて「重針破産」は，幹部と労働者ともに国営企業活性化への努力に駆り立てる効果を生
み出し，積極的に市場対応策をまさぐらせ，合理化努力を重ねさせた。数の上では依然として
全体の 3 分の 1 が確実に赤字企業であり，見方によっては半分近くがそうであるといわれてい
るが， r重針破産」の警鐘がなければ，その割合はもっと増えたであろう。
同じ意味で，インフレが進行中でなければ，赤字国営企業はやはりもっと増加したであろう。
一方，何とか市場経済に対応して「改革」に成功し，経営順調な国営企業にたいしては，引
き続きより市場経済に適応した形態を完成させるために従来の国営企業形態を株式会社に改組
(11) 葛象賢・屈維雄著・武吉次朗訳「官流」・東方書店・ 1997年・ 73頁。そこでは，現役の小学校
の教師が学校の運営費や教育資材の購入資金を稼ぐために出稼ぎ労働をしている例が実名人りで
書かれている。彼の給料は小学校から出ていて，稼いだ金を持ち帰るのであろう。
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する政策が実行された。繰り返し述べたように，これは，本年(1997年 9 月)第15回党大会で
江沢民主席がその報告の中で明示し，中国独自の社会主義に利用し得る形態と宣言した政策で
ある。
そして，これも先述の恒常的赤字企業にたいする破産政策と同様，かなり以前から実験的に
推進されており，成果を上げてきた政策であって，今回の江報告はその最終確認と今後の大々
的な推進宣言である。
国営企業が恒常的に収益をあげはじめると，さらに長期資金を可能な限り安いコストで調達
するために，同時に企業収益を最大限にインセンティブに配分するために，国営企業形態を株
式会社に改組する試みがなされた。
この試みについては，かつて詳論したことがあるし，その結論は現在も変わっていないので，
それを参照して項きたいが，大筋だけをいえば下記のとおりである。
株式会社化には，二つの異なった方法がある。私は，一つを上海方式， もう一つを四川方式
といづれも発祥の地名をとって名付けた。前者は，完全な意味での(ほとんど資本主義社会の
それと同じ内容の)株式会社であって， í改革開放」の「開放j とも直接結ぴついている。後者
の方は，将来は前者の方向に転態するかもしれないが，現在のところ，固有企業の株式会社化
というと後者の方が多いが，株式会社というには極めて疑問視される形態である。
上海方式の方から簡単に述べる。その生成の経緯は私の著書に譲って，その形態的特徴から
いえば，ほとんど資本主義諸国と同じであって，ただ株式にA株と B株と 2 種類あり， A株は
人民幣のみで流通し， B株は外貨でのみ流通する。 B株の発行は厳重に管理される。合弁会社
と違い，株式会社化してももともと全人民所有制の・つまり中国独自の社会主義の骨幹をなす
企業であるから，企業支配権は， しっかりと国家が掌握する仕組みになっている。 B株は，外
国からの技術導入等，企業発展に必要ある特殊な場合に限られる。
したがって， A株は，市場で一般人民というか・一般大衆が売買することができるが，大株
主は，当然国家および間接に国家統制が可能な周辺集団に限られるケースが多い。
周辺集団とは，国営企業であった時期，その国営単位と集団を形成して生産の一部を担当し
ていた国営企業または非国営企業(合作企業・連営企業・郷鎮企業・私営企業)かその販売を
担当していた企業が，設立時に出資してその株式を手に入れたものいである。それらの企業は，
株式会社化するとき，ほとんどの場合，合併して新しい株式会社に参加するのだが，元の国営
企業とは別に独立採算制単位を形成し，別の法人格を保持する。中国の株式会社化した国営企
業の場合， 喆 x有限公司(集団) J と名乗ることが多いが，その最後の括弧内の集団というの
は，そのような別の法人格を内包しているという意味である。
中国の場合，上海型・四川型両者とも，国営企業の株式会社化の際，発足時に清算をして資
(12) 小嶋正己「中国社会主義企業の展開」千倉書房・ 1993年刊，特にその第 7 章および第 8 章参照。
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産を確定するが，原則としてその資産の来源を洗いだし，国家の資金で購入した資産は国家の
持株に，企業内に留保された利潤で購入された資産はその企業の持株に(中国では自社株の保
有は合j去) ，合併された集団の資産はその集団の持株にされ，新しい設備投資は新株の発行によ
り資金調達した。
A株の一部は，従業員持株制度のために提供される。従業員は，ボーナスあるいはプレミア
ムとして額面金額(中国株式会社では全部額面株)で会社の株式の提供を受ける。従業員が勤
勉に働いて企業業績を上げれば，それだけ配当も増え，株式自体の市場価格も値上がりする。
今日懸命に働けば直ぐ明日にその分だけ金になるというわけではないが，新しい収入項目で企
業業績に比例して収入が増えるというのは，従業員の労働意欲にとってやはり刺激になるだろ
フ。
次に四川型ついてごく簡単に触れる。四川型株式会社の設立と株式の発行までの過程は，上
海型と同じである。国営企業・あるいはその方が一般的だが国営企業と集団企業を含む企業集
団が恒常的に収益を上げるようになると，先述のように厳密な清算の上，国家(主管部門)
企業・集団企業の持株比率を決定し，それぞれが自社株を保有する。設備拡張等で新規に資金
が必要となり，新株を発行する場合，四川型の場合，株式を市場に上場していないので，国家
もしくは銀行が出資するか，集団を構成している単位企業が企業内積立金(剰余利益)を資本
金に転換するか， もしくは関連企業(華僑資本の場合もある)に出資を依頼する。
この場合，自己増資以外の資本調達するときの株式価格は，一定の基準のもとにそのその企
業が自己決定することになっている。大抵の場合は，時価発行ではなくて，額面価格で発行す
るが。
四川型の場合も従業員持株制度を採用している。この従業員持株は，インセンティブ制度と
しても女子評である。
四川型株式会社の株式は，上記のように市場に上場していない。それは，例えば日本の未上
場企業のように条件が整ったら上場しようというのではなく，かなり長期にわたって，株式の
市場による資金調達を禁止したまま，国営企業の株式会社化を推し進める政策のような気がす
る。というのは，四川型の株式会社の株式は，原則として第三者への譲渡が禁止されているか
らである。それは相当に厳しいもので，従業員の持株が相続による譲渡もしくは時価による企
業の買戻しが許されているだけで，一般の売買は厳禁され，元の株主がその保有株を保有し続
けることを義務付けている。
この国営企業の株式会社化(上海型でも四川型でも)に際しても，インフレはいうまでもな
く有利に作用した。インフレで物価上昇率が預金の利子率を上回っている時期には，業績の良
い企業への投資の法が有利に決まっている。多少の物珍しさもあって，上海の証券市場に大衆
(13) 小嶋正己「中国社会主義企業の展開J 千倉書房・ 1993年flJ ・第 7 章に詳論した。
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が長蛇の列をつくったのも当然である。
この国営企業の株式会社化に相当の試行期間を経て本格的実施に踏み切り，第15回党大会で
わざわざ江沢民主席が「株式会社の企業形態は社会主義のもとでも利用する価値がある」と言
及したのは，やはり党内あるいは国内に国営企業の株式会社化と全人民所有制は矛盾する，あ
るいは国営企業の株式会社化は社会主義の基礎を掘り崩すという根強い意見があったものと想
像される。第15回党大会の江沢民報告は，この論争に決着がついたという証明である。
どのような論争があったのか明らかでなく文献的にも不詳であるが，全人民所有制が社会主
義=フ。ロレタリアート独裁の物質的基礎であることはいうまでもない。中国独自の社会主義と
いう場合にも，当然この原則は当てはまる。
しかし，全人民所有制の実質は，全人民の・その前衛としての共産党の有効な支配であるは
ずである。かりに全部の国営企業が株式会社化したとしても，上記の簡単な紹介からも明らか
なとおり，国家は，外資系会社・合弁会社は別として，元の国営企業の過半数の株式を直接・
間接に保有しており，その董事会(役員会)の任免権は確実に国家が掌握している。
新しく投資された部分の多くは，株式市場で調達された資金によることになるが，その部分
でも，法制上は全人民所有外であるが，実質的には国家の統制に従属せざるを得ない。あたか
も資本主義諸国における零細株主が大株主に従属するようにである。極端な推論をすれば，理
屈上では，元の国営企業が第三者株主によって次第に蚕食され，ついには企業の支配権を纂奪
される可能性もありうるが，より現実的に考えると，それは権力を掌握している共産党の清潔
さ(大衆の信頼度)と政策的判断の正確さによるところが大きい。
その危倶よりも，目下の中国の緊急の任務は「四つの現代化J であり， とりわけ近代的な・
そして効率的な工業体系の建設である。そのためには，膨大な資金需要をまかなわなければな
らない。企業経営の効率化も急務である。これらの「改革開放」のためには，市場経済の導入・
経済と政治(行政)の分離が不可欠で、ある。その具体的形態が国営企業の株式会社化であり，
特殊な企業を除いてほとんどの国営企業が株式会社化したとき，中国の社会主義の初級段階は
完成することになろう。
最後に末筆ではあるが，海道進先生のこれまでの学恩に深く感謝し，併せて先生の今後ます
ますの御発展と御健康をお祈り申し上げます。
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